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台
湾
へ
の
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人
旅
行
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全
面
禁
止（
団
体
旅
行
・

出
張
は
可
）に
す
る
こ
と
を
発
表
し

ま
し
た
。こ
れ
は
2
0
2
0
年
1
月

11
日
の
台
湾
総
統
選
を
見
据
え
、

蔡
政
権
に
対
し
て
圧
力
を
か
け
る
こ

と
が
狙
い
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あ
り
、中
国
人
客
の
訪

台
規
制
は
ホ
テ
ル
や
小
売
り
・
飲
食

な
ど
幅
広
い
業
種
に
打
撃
を
与
え
て

い
る
こ
と
か
ら
、今
後
も
観
光
関
連

産
業
に
一
層
の
影
響
が
広
が
る
の
で

は
な
い
か
と
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。
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介
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と
毛
沢

東
率
い
る
中
国
共
産
党
の
内
戦
が

始
ま
り
、中
国
共
産
党
が
中
国
国
民

党
を
破
り
、1
9
4
9
年
に
毛
沢
東

が
中
華
人
民
共
和
国（
現
中
国
）成

立
を
宣
言
し
ま
し
た
。敗
れ
た
中
国

国
民
党
の
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介
石
は
、台
湾
に
軍
隊

を
引
き
連
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、中
華
民
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（
現
台
湾
）と
し
て
台
湾
の
統
治
を
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こ
と
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ら
、中
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と
台
湾
は
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な
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し
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。
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に
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の
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を
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以
下
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華
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和
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の
国
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的
地
位
の
上
昇
に

伴
い
、1
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1
年
の
国
連
総
会
に

お
い
て
、中
国
の
代
表
権
は
中
華
人

民
共
和
国
に
移
り
、台
湾
は
国
連

を
脱
退
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、中
華
人
民
共
和
国
を「
中

国
を
代
表
す
る
国
家
」と
し
て
外
交

関
係
を
結
ぶ
国
が
続
出
し
、台
湾
は

断
交
を
余
儀
な
く
さ
れ
、台
湾
と
外

交
の
あ
る
国
は
現
在
15
カ
国
の
み
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
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が
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要
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済
戦
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一
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と
位
置
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け
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組
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だ
の
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南
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政
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発
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ラ
ン
ド
の
計
18
カ
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関
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を
強

化
す
る
と
い
う
、い
わ
ゆ
る
中
国
依

存
か
ら
の
脱
却
を
目
指
す
と
い
う
も
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で
す
。

  

昨
今
の
米
中
貿
易
摩
擦
の
影
響

も
あ
り
、台
湾
の
大
企
業
の
中
で

は
、生
産
拠
点
を
中
国
か
ら
台
湾
に

移
す
回
帰
投
資
ま
た
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

な
ど
へ
投
資
を
移
転
す
る
と
い
う

2
択
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軸
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進
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お
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Ｓ
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Ａ
Ｎ
へ
の
投
資
を
前
向
き
に
検
討
し

て
い
る
台
湾
企
業
は
4
割
以
上
を

占
め
て
い
ま
す
。（
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、「
一
つ
の
中
国
」に
否
定
的
で
、

「
中
国
と
の
継
続
的
な
現
状
維
持
」

を
政
策
の
主
柱
に
し
た
民
主
進
歩

党
の
蔡
英
文
氏
が
、国
民
党
に

3
0
0
万
票
あ
ま
り
の
大
差
を
つ
け

て
圧
勝
し
ま
し
た
。こ
こ
最
近
ニュ
ー

ス
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
、香
港

で
の
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の
抗

議
活
動
も
、台
湾
総
統
選
挙
に

は
大
き
く
影
響
を
与
え
て
お
り
、

今
回
の
総
統
選
挙
で
も
、中
国
と

の
関
係
性
の
行
方
が
最
大
の
焦
点

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

　　　　
台
湾
は
、1
8
9
5
年
か
ら

1
9
4
5
年
ま
で
の
50
年
間
、日
本

が
統
治
し
て
い
ま
し
た
が
、1
9
4
5

年
に
、日
本
が
太
平
洋
戦
争
に
敗
北

し
た
こ
と
で
、台
湾
は
日
本
か
ら
中

国（
当
時
の
中
華
民
国
）に
返
還
さ

　　
2
0
1
9
年
1
月
2
日
に
、中
国

の
習
近
平
国
家
主
席
は
、対
台
湾
政

策
に
関
す
る
政
策
方
針
を
表
明
し
、

「
一
国
二
制
度
（※）
」や「
武
力
行
使
を

放
棄
し
な
い
」な
ど
の
文
言
を
使
用

し
、「
独
立
阻
止
」か
ら「
台
湾
統
一
」

へ
の
強
い
決
意
を
明
確
に
示
し
ま
し

た
。こ
の
演
説
を
受
け
、蔡
総
統

は
、「
一
つ
の
中
国
」及
び「
一
国
二

制
度
」に
つ
い
て
は
絶
対
に
受
け
入

れ
な
い
と
強
く
断
言
。そ
の
後
も
、

香
港
で
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の

大
規
模
抗
議
デ
モ
が
起
き
る
と
、

蔡
総
統
は
直
ち
に
、既
に
民
主
化

を
果
た
し
て
い
る
台
湾
は
絶
対
に

「
一
国
二
制
度
」を
受
け
入
れ
な
い
と

主
張
す
る
声
明
を
発
表
し
、中
国
を

牽
制
し
て
い
ま
す
。前
述
の
よ
う
に

台
湾
経
済
は
中
国
経
済
に
大
き
く

依
存
し
て
お
り
、蔡
政
権
に
な
っ
て

中
台
関
係
の
悪
化
が
影
響
し
、支
持

率
は
2
0
1
8
年
12
月
に
過
去
最

低
の
24
・
3
％
に
ま
で
に
低
迷
し
ま

し
た
。こ
の「
民
主
主
義
の
守
護
」を

前
面
に
打
ち
出
し
た
姿
勢
と
、「
香

港
の
次
は
台
湾
の
番
だ
。」と
い
う

自
分
た
ち
の
未
来
を
重
ね
合
わ
せ

て
み
る
動
き
が
、主
に
若
年
層
を
中

心
に
広
が
り
、蔡
政
権
の
支
持
率

は
48・3
％
ま
で
上
昇
し
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑤
、⑥
）

　
中
国
は
次
の
一
手
と
し
て
、

　
し
か
し
、2
0
1
8
年
の
台
湾
に

お
け
る
中
国
へ
の
貿
易
依
存
度
は
、

輸
出
額
で
28
・
8
％
、輸
入
額
で
18
・

8
％
と
、輸
出
入
額
い
ず
れ
も

2
0
1
7
年
に
続
い
て
中
国
が
第

1
位
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
③
）

ま
た
、台
湾
の
大
企
業
の
ほ
と
ん
ど

が
、中
国
に
生
産
拠
点
を
保
有
し
て

い
る
こ
と
や
、訪
台
旅
行
客
は
、中
国

が
全
体
の
24
・
4
％
を
占
め
て
お
り
、

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
お
い
て
も

中
国
へ
の
依
存
度
が
非
常
に
高
い
状

況
で
す
。（
図
表
④
）

　
こ
れ
ま
で
中
国
の
経
済
発
展
に

伴
い
、台
湾
経
済
が
大
き
く
発
展
し

て
き
た
こ
と
か
ら
も
、中
国
依
存
か

ら
の
脱
却
は
、同
時
に
台
湾
経
済
の

下
降
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
り
、

相
応
の
時
間
を
要
す
る
難
し
い
問

題
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

を
売
却
し
た
こ
と
に
中
国
が
強
く
反

発
す
る
な
ど
、台
湾
を
巡
る
攻
防

は
、米
中
の
覇
権
争
い
に
ま
で
広
が
っ

て
い
ま
す
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
、台
湾
は
こ
こ
ま
で

肥
大
化
し
た
中
国
と
の
関
係
を
全

て
な
く
す
こ
と
は
で
き
な
い
で
す
が
、

当
然
中
国
に
依
存
す
る
わ
け
に
も
い

き
ま
せ
ん
。反
中
に
な
る
の
で
は
な

く
、で
き
る
か
ぎ
り
全
方
位
外
交
、

全
方
位
貿
易
と
い
う
ス
タ
イ
ル
を
目

指
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、次
期
政
権
の
動
向
が
注
目
さ
れ

ま
す
。　

（
台
北
駐
在
員
事
務
所
　
大
山
一
平
）
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◆図表②　
　台湾大手企業のASEAN投資に関する動向
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◆図表①　台湾と外交のある国（15カ国）
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台
湾
と
中
国
の
攻
防

3 ‾2
0
1
9
年
8
月
か
ら
台
湾
へ
の
個

人
旅
行
を
全
面
禁
止（
団
体
旅
行
・

出
張
は
可
）に
す
る
こ
と
を
発
表
し

ま
し
た
。こ
れ
は
2
0
2
0
年
1
月

11
日
の
台
湾
総
統
選
を
見
据
え
、

蔡
政
権
に
対
し
て
圧
力
を
か
け
る
こ

と
が
狙
い
で
あ
り
、中
国
人
客
の
訪

台
規
制
は
ホ
テ
ル
や
小
売
り
・
飲
食

な
ど
幅
広
い
業
種
に
打
撃
を
与
え
て

い
る
こ
と
か
ら
、今
後
も
観
光
関
連

産
業
に
一
層
の
影
響
が
広
が
る
の
で

は
な
い
か
と
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑦
）

　
台
湾
と
中
国
の
一
進
一
退
の
攻

防
が
続
く
中
、中
国
の
台
湾
統
一
を

絶
対
に
阻
止
し
た
い
米
国
が
、台
湾

と
断
交
し
中
国
と
外
交
を
樹
立
し

た
国
に
報
復
を
行
っ
た
り
、台
湾
に

対
し
て
2,
0
0
0
億
円
超
の
武
器

れ
ま
し
た
。そ
の
後
、中
国
で
は
、蒋

介
石
率
い
る
中
国
国
民
党
と
毛
沢

東
率
い
る
中
国
共
産
党
の
内
戦
が

始
ま
り
、中
国
共
産
党
が
中
国
国
民

党
を
破
り
、1
9
4
9
年
に
毛
沢
東

が
中
華
人
民
共
和
国（
現
中
国
）成

立
を
宣
言
し
ま
し
た
。敗
れ
た
中
国

国
民
党
の
蒋
介
石
は
、台
湾
に
軍
隊

を
引
き
連
れ
逃
げ
て
、中
華
民
国

（
現
台
湾
）と
し
て
台
湾
の
統
治
を

始
め
た
こ
と
か
ら
、中
国
と
台
湾
は

分
裂
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

  

当
時
、国
連
に
お
い
て
、中
国
の
代

表
権
を
維
持
し
て
い
た
中
華
民
国

（
以
下
、台
湾
）で
し
た
が
、中
華
人
民

共
和
国
の
国
際
的
地
位
の
上
昇
に

伴
い
、1
9
7
1
年
の
国
連
総
会
に

お
い
て
、中
国
の
代
表
権
は
中
華
人

民
共
和
国
に
移
り
、台
湾
は
国
連

を
脱
退
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、中
華
人
民
共
和
国
を「
中

国
を
代
表
す
る
国
家
」と
し
て
外
交

関
係
を
結
ぶ
国
が
続
出
し
、台
湾
は

断
交
を
余
儀
な
く
さ
れ
、台
湾
と
外

交
の
あ
る
国
は
現
在
15
カ
国
の
み
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
①
）

  　　
2
0
1
6
年
1
月
に
、国
民
党
か

ら
政
権
を
奪
還
し
た
民
主
進
歩
党

の
蔡
政
権
で
す
が
、重
要
な
経
済
戦

略
の
一
つ
と
位
置
付
け
、取
り
組

ん
だ
の
が「
新
南
向
政
策
」で
す
。

同
政
策
は
、経
済
発
展
が
著
し
い

A
S
E
A
N
10
カ
国
、南
ア
ジ
ア
6
カ

国
、オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
の
計
18
カ
国
と
の
関
係
を
強

化
す
る
と
い
う
、い
わ
ゆ
る
中
国
依

存
か
ら
の
脱
却
を
目
指
す
と
い
う
も

の
で
す
。

  

昨
今
の
米
中
貿
易
摩
擦
の
影
響

も
あ
り
、台
湾
の
大
企
業
の
中
で

は
、生
産
拠
点
を
中
国
か
ら
台
湾
に

移
す
回
帰
投
資
ま
た
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

な
ど
へ
投
資
を
移
転
す
る
と
い
う

2
択
を
軸
に
進
ん
で
お
り
、Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
へ
の
投
資
を
前
向
き
に
検
討
し

て
い
る
台
湾
企
業
は
4
割
以
上
を

占
め
て
い
ま
す
。（
図
表
②
）
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湾
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0
2
0
年
1
月
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日
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行
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予
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党
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と
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に
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1
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総
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選
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で
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、「
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で
、
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と
の
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続
的
な
現
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持
」
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の
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主
進
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党
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蔡
英
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、国
民
党
に

3
0
0
万
票
あ
ま
り
の
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を
つ
け
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圧
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ま
し
た
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こ
最
近
ニュ
ー

ス
で
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上
げ
ら
れ
て
い
る
、香
港
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の
逃
亡
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例
改
正
案
へ
の
抗

議
活
動
も
、台
湾
総
統
選
挙
に

は
大
き
く
影
響
を
与
え
て
お
り
、

今
回
の
総
統
選
挙
で
も
、中
国
と

の
関
係
性
の
行
方
が
最
大
の
焦
点

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

　　　　
台
湾
は
、1
8
9
5
年
か
ら

1
9
4
5
年
ま
で
の
50
年
間
、日
本

が
統
治
し
て
い
ま
し
た
が
、1
9
4
5

年
に
、日
本
が
太
平
洋
戦
争
に
敗
北

し
た
こ
と
で
、台
湾
は
日
本
か
ら
中

国（
当
時
の
中
華
民
国
）に
返
還
さ

　　
2
0
1
9
年
1
月
2
日
に
、中
国

の
習
近
平
国
家
主
席
は
、対
台
湾
政

策
に
関
す
る
政
策
方
針
を
表
明
し
、

「
一
国
二
制
度
（※）
」や「
武
力
行
使
を

放
棄
し
な
い
」な
ど
の
文
言
を
使
用

し
、「
独
立
阻
止
」か
ら「
台
湾
統
一
」

へ
の
強
い
決
意
を
明
確
に
示
し
ま
し

た
。こ
の
演
説
を
受
け
、蔡
総
統

は
、「
一
つ
の
中
国
」及
び「
一
国
二

制
度
」に
つ
い
て
は
絶
対
に
受
け
入

れ
な
い
と
強
く
断
言
。そ
の
後
も
、

香
港
で
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の

大
規
模
抗
議
デ
モ
が
起
き
る
と
、

蔡
総
統
は
直
ち
に
、既
に
民
主
化

を
果
た
し
て
い
る
台
湾
は
絶
対
に

「
一
国
二
制
度
」を
受
け
入
れ
な
い
と

主
張
す
る
声
明
を
発
表
し
、中
国
を

牽
制
し
て
い
ま
す
。前
述
の
よ
う
に

台
湾
経
済
は
中
国
経
済
に
大
き
く

依
存
し
て
お
り
、蔡
政
権
に
な
っ
て

中
台
関
係
の
悪
化
が
影
響
し
、支
持

率
は
2
0
1
8
年
12
月
に
過
去
最

低
の
24
・
3
％
に
ま
で
に
低
迷
し
ま

し
た
。こ
の「
民
主
主
義
の
守
護
」を

前
面
に
打
ち
出
し
た
姿
勢
と
、「
香

港
の
次
は
台
湾
の
番
だ
。」と
い
う

自
分
た
ち
の
未
来
を
重
ね
合
わ
せ

て
み
る
動
き
が
、主
に
若
年
層
を
中

心
に
広
が
り
、蔡
政
権
の
支
持
率

は
48・3
％
ま
で
上
昇
し
て
い
ま
す
。

（
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の
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の
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中
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の
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易
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存
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で
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入
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で
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・
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％
と
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入
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ず
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も
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に
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中
国
が
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と
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に
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と
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の
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も
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、
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と
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。
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、台
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を
巡
る
攻
防

は
、米
中
の
覇
権
争
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に
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で
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。
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、台
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で
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大
化
し
た
中
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と
の
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係
を
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な
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こ
と
は
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な
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で
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が
、

当
然
中
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に
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存
す
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に
も
い

き
ま
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ん
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中
に
な
る
の
で
は
な

く
、で
き
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か
ぎ
り
全
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位
外
交
、

全
方
位
貿
易
と
い
う
ス
タ
イ
ル
を
目

指
す
こ
と
が
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ら
れ
る
こ
と
か

ら
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期
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の
動
向
が
注
目
さ
れ

ま
す
。　

（
台
北
駐
在
員
事
務
所
　
大
山
一
平
）

多くの観光客で賑わう夜市

（※）一国二制度　
一国の中に、政治制度・経済制度の根本的に異なる地域が複数ある状態。社会主義国である中国で
は、1997年に英国より返還された香港で資本主義や独自の政治制度が認められているが、台湾は、
そもそも中国と一国ではないとの主張がある。

（出所）財政部統計処

◆図表③　台湾の主要国・地域別輸出入【通関ベース】　（単位：百万ドル）

中国
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39,693

29,456
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28.8%
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2018年
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（出所）台湾交通部観光局 2018年

◆図表④　訪台外国人上位10カ国
順位 国・地域名 延べ人数（人） 割合

1位 中国 2,695,615 24.4%

2位 日本 1,969,151 17.8%

3位 香港、マカオ 1,653,654 14.9%

4位 韓国 1,019,441 9.2%

5位 アメリカ 580,072 5.2%

6位 マレーシア 526,129 4.8%

7位 ベトナム 490,774 4.4%

8位 シンガポール 427,222 3.9%

9位 フィリピン 419,105 3.8%

10位 タイ 320,008 2.9%

合計 ― 11,066,707 100.0%

（出所）台湾民意基金会

◆図表⑤　蔡政権の支持率推移
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（台北駐在員事務所）

台
湾
と
中
国
の
攻
防

3 ‾2
0
1
9
年
8
月
か
ら
台
湾
へ
の
個

人
旅
行
を
全
面
禁
止（
団
体
旅
行
・

出
張
は
可
）に
す
る
こ
と
を
発
表
し

ま
し
た
。こ
れ
は
2
0
2
0
年
1
月

11
日
の
台
湾
総
統
選
を
見
据
え
、

蔡
政
権
に
対
し
て
圧
力
を
か
け
る
こ

と
が
狙
い
で
あ
り
、中
国
人
客
の
訪

台
規
制
は
ホ
テ
ル
や
小
売
り
・
飲
食

な
ど
幅
広
い
業
種
に
打
撃
を
与
え
て

い
る
こ
と
か
ら
、今
後
も
観
光
関
連

産
業
に
一
層
の
影
響
が
広
が
る
の
で

は
な
い
か
と
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑦
）

　
台
湾
と
中
国
の
一
進
一
退
の
攻

防
が
続
く
中
、中
国
の
台
湾
統
一
を

絶
対
に
阻
止
し
た
い
米
国
が
、台
湾

と
断
交
し
中
国
と
外
交
を
樹
立
し

た
国
に
報
復
を
行
っ
た
り
、台
湾
に

対
し
て
2,
0
0
0
億
円
超
の
武
器

れ
ま
し
た
。そ
の
後
、中
国
で
は
、蒋

介
石
率
い
る
中
国
国
民
党
と
毛
沢

東
率
い
る
中
国
共
産
党
の
内
戦
が

始
ま
り
、中
国
共
産
党
が
中
国
国
民

党
を
破
り
、1
9
4
9
年
に
毛
沢
東

が
中
華
人
民
共
和
国（
現
中
国
）成

立
を
宣
言
し
ま
し
た
。敗
れ
た
中
国

国
民
党
の
蒋
介
石
は
、台
湾
に
軍
隊

を
引
き
連
れ
逃
げ
て
、中
華
民
国

（
現
台
湾
）と
し
て
台
湾
の
統
治
を

始
め
た
こ
と
か
ら
、中
国
と
台
湾
は

分
裂
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

  

当
時
、国
連
に
お
い
て
、中
国
の
代

表
権
を
維
持
し
て
い
た
中
華
民
国

（
以
下
、台
湾
）で
し
た
が
、中
華
人
民

共
和
国
の
国
際
的
地
位
の
上
昇
に

伴
い
、1
9
7
1
年
の
国
連
総
会
に

お
い
て
、中
国
の
代
表
権
は
中
華
人

民
共
和
国
に
移
り
、台
湾
は
国
連

を
脱
退
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、中
華
人
民
共
和
国
を「
中

国
を
代
表
す
る
国
家
」と
し
て
外
交

関
係
を
結
ぶ
国
が
続
出
し
、台
湾
は

断
交
を
余
儀
な
く
さ
れ
、台
湾
と
外

交
の
あ
る
国
は
現
在
15
カ
国
の
み
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
①
）

  　　
2
0
1
6
年
1
月
に
、国
民
党
か

ら
政
権
を
奪
還
し
た
民
主
進
歩
党

の
蔡
政
権
で
す
が
、重
要
な
経
済
戦

略
の
一
つ
と
位
置
付
け
、取
り
組

ん
だ
の
が「
新
南
向
政
策
」で
す
。

同
政
策
は
、経
済
発
展
が
著
し
い

A
S
E
A
N
10
カ
国
、南
ア
ジ
ア
6
カ

国
、オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
の
計
18
カ
国
と
の
関
係
を
強

化
す
る
と
い
う
、い
わ
ゆ
る
中
国
依

存
か
ら
の
脱
却
を
目
指
す
と
い
う
も

の
で
す
。

  

昨
今
の
米
中
貿
易
摩
擦
の
影
響

も
あ
り
、台
湾
の
大
企
業
の
中
で

は
、生
産
拠
点
を
中
国
か
ら
台
湾
に

移
す
回
帰
投
資
ま
た
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

な
ど
へ
投
資
を
移
転
す
る
と
い
う

2
択
を
軸
に
進
ん
で
お
り
、Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
へ
の
投
資
を
前
向
き
に
検
討
し

て
い
る
台
湾
企
業
は
4
割
以
上
を

占
め
て
い
ま
す
。（
図
表
②
）

　
台
湾
で
は
、2
0
2
0
年
1
月
11
日

に
総
統
選
挙
が
行
わ
れ
る
予
定
で

あ
り
、独
立
志
向
派
の
蔡
英
文
氏

（
与
党
・
民
主
進
歩
党
）の
再
選
か
、

そ
れ
と
も
、親
中
派
の
韓
国
瑜
氏

（
野
党
・
国
民
党
）の
政
権
奪
還
と

な
る
か
で
、台
湾
国
内
で
は
非
常

に
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。前
回
の

2
0
1
6
年
1
月
の
総
統
選
挙
で

は
、「
一
つ
の
中
国
」に
否
定
的
で
、

「
中
国
と
の
継
続
的
な
現
状
維
持
」

を
政
策
の
主
柱
に
し
た
民
主
進
歩

党
の
蔡
英
文
氏
が
、国
民
党
に

3
0
0
万
票
あ
ま
り
の
大
差
を
つ
け

て
圧
勝
し
ま
し
た
。こ
こ
最
近
ニュ
ー

ス
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
、香
港

で
の
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の
抗

議
活
動
も
、台
湾
総
統
選
挙
に

は
大
き
く
影
響
を
与
え
て
お
り
、

今
回
の
総
統
選
挙
で
も
、中
国
と

の
関
係
性
の
行
方
が
最
大
の
焦
点

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

　　　　
台
湾
は
、1
8
9
5
年
か
ら

1
9
4
5
年
ま
で
の
50
年
間
、日
本

が
統
治
し
て
い
ま
し
た
が
、1
9
4
5

年
に
、日
本
が
太
平
洋
戦
争
に
敗
北

し
た
こ
と
で
、台
湾
は
日
本
か
ら
中

国（
当
時
の
中
華
民
国
）に
返
還
さ

　　
2
0
1
9
年
1
月
2
日
に
、中
国

の
習
近
平
国
家
主
席
は
、対
台
湾
政

策
に
関
す
る
政
策
方
針
を
表
明
し
、

「
一
国
二
制
度
（※）
」や「
武
力
行
使
を

放
棄
し
な
い
」な
ど
の
文
言
を
使
用

し
、「
独
立
阻
止
」か
ら「
台
湾
統
一
」

へ
の
強
い
決
意
を
明
確
に
示
し
ま
し

た
。こ
の
演
説
を
受
け
、蔡
総
統

は
、「
一
つ
の
中
国
」及
び「
一
国
二

制
度
」に
つ
い
て
は
絶
対
に
受
け
入

れ
な
い
と
強
く
断
言
。そ
の
後
も
、

香
港
で
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の

大
規
模
抗
議
デ
モ
が
起
き
る
と
、

蔡
総
統
は
直
ち
に
、既
に
民
主
化

を
果
た
し
て
い
る
台
湾
は
絶
対
に

「
一
国
二
制
度
」を
受
け
入
れ
な
い
と

主
張
す
る
声
明
を
発
表
し
、中
国
を

牽
制
し
て
い
ま
す
。前
述
の
よ
う
に

台
湾
経
済
は
中
国
経
済
に
大
き
く

依
存
し
て
お
り
、蔡
政
権
に
な
っ
て

中
台
関
係
の
悪
化
が
影
響
し
、支
持

率
は
2
0
1
8
年
12
月
に
過
去
最

低
の
24
・
3
％
に
ま
で
に
低
迷
し
ま

し
た
。こ
の「
民
主
主
義
の
守
護
」を

前
面
に
打
ち
出
し
た
姿
勢
と
、「
香

港
の
次
は
台
湾
の
番
だ
。」と
い
う

自
分
た
ち
の
未
来
を
重
ね
合
わ
せ

て
み
る
動
き
が
、主
に
若
年
層
を
中

心
に
広
が
り
、蔡
政
権
の
支
持
率

は
48・3
％
ま
で
上
昇
し
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑤
、⑥
）

　
中
国
は
次
の
一
手
と
し
て
、

　
し
か
し
、2
0
1
8
年
の
台
湾
に

お
け
る
中
国
へ
の
貿
易
依
存
度
は
、

輸
出
額
で
28
・
8
％
、輸
入
額
で
18
・

8
％
と
、輸
出
入
額
い
ず
れ
も

2
0
1
7
年
に
続
い
て
中
国
が
第

1
位
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
③
）

ま
た
、台
湾
の
大
企
業
の
ほ
と
ん
ど

が
、中
国
に
生
産
拠
点
を
保
有
し
て

い
る
こ
と
や
、訪
台
旅
行
客
は
、中
国

が
全
体
の
24
・
4
％
を
占
め
て
お
り
、

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
お
い
て
も

中
国
へ
の
依
存
度
が
非
常
に
高
い
状

況
で
す
。（
図
表
④
）

　
こ
れ
ま
で
中
国
の
経
済
発
展
に

伴
い
、台
湾
経
済
が
大
き
く
発
展
し

て
き
た
こ
と
か
ら
も
、中
国
依
存
か

ら
の
脱
却
は
、同
時
に
台
湾
経
済
の

下
降
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
り
、

相
応
の
時
間
を
要
す
る
難
し
い
問

題
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

を
売
却
し
た
こ
と
に
中
国
が
強
く
反

発
す
る
な
ど
、台
湾
を
巡
る
攻
防

は
、米
中
の
覇
権
争
い
に
ま
で
広
が
っ

て
い
ま
す
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
、台
湾
は
こ
こ
ま
で

肥
大
化
し
た
中
国
と
の
関
係
を
全

て
な
く
す
こ
と
は
で
き
な
い
で
す
が
、

当
然
中
国
に
依
存
す
る
わ
け
に
も
い

き
ま
せ
ん
。反
中
に
な
る
の
で
は
な

く
、で
き
る
か
ぎ
り
全
方
位
外
交
、

全
方
位
貿
易
と
い
う
ス
タ
イ
ル
を
目

指
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、次
期
政
権
の
動
向
が
注
目
さ
れ

ま
す
。　

（
台
北
駐
在
員
事
務
所
　
大
山
一
平
）

多くの観光客で賑わう夜市

（※）一国二制度　
一国の中に、政治制度・経済制度の根本的に異なる地域が複数ある状態。社会主義国である中国で
は、1997年に英国より返還された香港で資本主義や独自の政治制度が認められているが、台湾は、
そもそも中国と一国ではないとの主張がある。

（出所）財政部統計処
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◆図表④　訪台外国人上位10カ国
順位 国・地域名 延べ人数（人） 割合

1位 中国 2,695,615 24.4%

2位 日本 1,969,151 17.8%

3位 香港、マカオ 1,653,654 14.9%

4位 韓国 1,019,441 9.2%

5位 アメリカ 580,072 5.2%

6位 マレーシア 526,129 4.8%

7位 ベトナム 490,774 4.4%

8位 シンガポール 427,222 3.9%

9位 フィリピン 419,105 3.8%

10位 タイ 320,008 2.9%

合計 ― 11,066,707 100.0%

（出所）台湾民意基金会

◆図表⑤　蔡政権の支持率推移
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（台北駐在員事務所）

最
後
に

2
0
1
9
年
8
月
か
ら
台
湾
へ
の
個

人
旅
行
を
全
面
禁
止（
団
体
旅
行
・

出
張
は
可
）に
す
る
こ
と
を
発
表
し

ま
し
た
。こ
れ
は
2
0
2
0
年
1
月

11
日
の
台
湾
総
統
選
を
見
据
え
、

蔡
政
権
に
対
し
て
圧
力
を
か
け
る
こ

と
が
狙
い
で
あ
り
、中
国
人
客
の
訪

台
規
制
は
ホ
テ
ル
や
小
売
り
・
飲
食

な
ど
幅
広
い
業
種
に
打
撃
を
与
え
て

い
る
こ
と
か
ら
、今
後
も
観
光
関
連

産
業
に
一
層
の
影
響
が
広
が
る
の
で

は
な
い
か
と
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑦
）

　
台
湾
と
中
国
の
一
進
一
退
の
攻

防
が
続
く
中
、中
国
の
台
湾
統
一
を

絶
対
に
阻
止
し
た
い
米
国
が
、台
湾

と
断
交
し
中
国
と
外
交
を
樹
立
し

た
国
に
報
復
を
行
っ
た
り
、台
湾
に

対
し
て
2,
0
0
0
億
円
超
の
武
器

れ
ま
し
た
。そ
の
後
、中
国
で
は
、蒋

介
石
率
い
る
中
国
国
民
党
と
毛
沢

東
率
い
る
中
国
共
産
党
の
内
戦
が

始
ま
り
、中
国
共
産
党
が
中
国
国
民

党
を
破
り
、1
9
4
9
年
に
毛
沢
東

が
中
華
人
民
共
和
国（
現
中
国
）成

立
を
宣
言
し
ま
し
た
。敗
れ
た
中
国

国
民
党
の
蒋
介
石
は
、台
湾
に
軍
隊

を
引
き
連
れ
逃
げ
て
、中
華
民
国

（
現
台
湾
）と
し
て
台
湾
の
統
治
を

始
め
た
こ
と
か
ら
、中
国
と
台
湾
は

分
裂
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

  

当
時
、国
連
に
お
い
て
、中
国
の
代

表
権
を
維
持
し
て
い
た
中
華
民
国

（
以
下
、台
湾
）で
し
た
が
、中
華
人
民

共
和
国
の
国
際
的
地
位
の
上
昇
に

伴
い
、1
9
7
1
年
の
国
連
総
会
に

お
い
て
、中
国
の
代
表
権
は
中
華
人

民
共
和
国
に
移
り
、台
湾
は
国
連

を
脱
退
す
る
こ
と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、中
華
人
民
共
和
国
を「
中

国
を
代
表
す
る
国
家
」と
し
て
外
交

関
係
を
結
ぶ
国
が
続
出
し
、台
湾
は

断
交
を
余
儀
な
く
さ
れ
、台
湾
と
外

交
の
あ
る
国
は
現
在
15
カ
国
の
み
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
①
）

  　　
2
0
1
6
年
1
月
に
、国
民
党
か

ら
政
権
を
奪
還
し
た
民
主
進
歩
党

の
蔡
政
権
で
す
が
、重
要
な
経
済
戦

略
の
一
つ
と
位
置
付
け
、取
り
組

ん
だ
の
が「
新
南
向
政
策
」で
す
。

同
政
策
は
、経
済
発
展
が
著
し
い

A
S
E
A
N
10
カ
国
、南
ア
ジ
ア
6
カ

国
、オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
と
ニ
ュ
ー
ジ
ー

ラ
ン
ド
の
計
18
カ
国
と
の
関
係
を
強

化
す
る
と
い
う
、い
わ
ゆ
る
中
国
依

存
か
ら
の
脱
却
を
目
指
す
と
い
う
も

の
で
す
。

  

昨
今
の
米
中
貿
易
摩
擦
の
影
響

も
あ
り
、台
湾
の
大
企
業
の
中
で

は
、生
産
拠
点
を
中
国
か
ら
台
湾
に

移
す
回
帰
投
資
ま
た
は
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ

な
ど
へ
投
資
を
移
転
す
る
と
い
う

2
択
を
軸
に
進
ん
で
お
り
、Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
へ
の
投
資
を
前
向
き
に
検
討
し

て
い
る
台
湾
企
業
は
4
割
以
上
を

占
め
て
い
ま
す
。（
図
表
②
）

　
台
湾
で
は
、2
0
2
0
年
1
月
11
日

に
総
統
選
挙
が
行
わ
れ
る
予
定
で

あ
り
、独
立
志
向
派
の
蔡
英
文
氏

（
与
党
・
民
主
進
歩
党
）の
再
選
か
、

そ
れ
と
も
、親
中
派
の
韓
国
瑜
氏

（
野
党
・
国
民
党
）の
政
権
奪
還
と

な
る
か
で
、台
湾
国
内
で
は
非
常

に
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。前
回
の

2
0
1
6
年
1
月
の
総
統
選
挙
で

は
、「
一
つ
の
中
国
」に
否
定
的
で
、

「
中
国
と
の
継
続
的
な
現
状
維
持
」

を
政
策
の
主
柱
に
し
た
民
主
進
歩

党
の
蔡
英
文
氏
が
、国
民
党
に

3
0
0
万
票
あ
ま
り
の
大
差
を
つ
け

て
圧
勝
し
ま
し
た
。こ
こ
最
近
ニュ
ー

ス
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
、香
港

で
の
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の
抗

議
活
動
も
、台
湾
総
統
選
挙
に

は
大
き
く
影
響
を
与
え
て
お
り
、

今
回
の
総
統
選
挙
で
も
、中
国
と

の
関
係
性
の
行
方
が
最
大
の
焦
点

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

　　　　
台
湾
は
、1
8
9
5
年
か
ら

1
9
4
5
年
ま
で
の
50
年
間
、日
本

が
統
治
し
て
い
ま
し
た
が
、1
9
4
5

年
に
、日
本
が
太
平
洋
戦
争
に
敗
北

し
た
こ
と
で
、台
湾
は
日
本
か
ら
中

国（
当
時
の
中
華
民
国
）に
返
還
さ

　　
2
0
1
9
年
1
月
2
日
に
、中
国

の
習
近
平
国
家
主
席
は
、対
台
湾
政

策
に
関
す
る
政
策
方
針
を
表
明
し
、

「
一
国
二
制
度
（※）
」や「
武
力
行
使
を

放
棄
し
な
い
」な
ど
の
文
言
を
使
用

し
、「
独
立
阻
止
」か
ら「
台
湾
統
一
」

へ
の
強
い
決
意
を
明
確
に
示
し
ま
し

た
。こ
の
演
説
を
受
け
、蔡
総
統

は
、「
一
つ
の
中
国
」及
び「
一
国
二

制
度
」に
つ
い
て
は
絶
対
に
受
け
入

れ
な
い
と
強
く
断
言
。そ
の
後
も
、

香
港
で
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の

大
規
模
抗
議
デ
モ
が
起
き
る
と
、

蔡
総
統
は
直
ち
に
、既
に
民
主
化

を
果
た
し
て
い
る
台
湾
は
絶
対
に

「
一
国
二
制
度
」を
受
け
入
れ
な
い
と

主
張
す
る
声
明
を
発
表
し
、中
国
を

牽
制
し
て
い
ま
す
。前
述
の
よ
う
に

台
湾
経
済
は
中
国
経
済
に
大
き
く

依
存
し
て
お
り
、蔡
政
権
に
な
っ
て

中
台
関
係
の
悪
化
が
影
響
し
、支
持

率
は
2
0
1
8
年
12
月
に
過
去
最

低
の
24
・
3
％
に
ま
で
に
低
迷
し
ま

し
た
。こ
の「
民
主
主
義
の
守
護
」を

前
面
に
打
ち
出
し
た
姿
勢
と
、「
香

港
の
次
は
台
湾
の
番
だ
。」と
い
う

自
分
た
ち
の
未
来
を
重
ね
合
わ
せ

て
み
る
動
き
が
、主
に
若
年
層
を
中

心
に
広
が
り
、蔡
政
権
の
支
持
率

は
48・3
％
ま
で
上
昇
し
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑤
、⑥
）

　
中
国
は
次
の
一
手
と
し
て
、

　
し
か
し
、2
0
1
8
年
の
台
湾
に

お
け
る
中
国
へ
の
貿
易
依
存
度
は
、

輸
出
額
で
28
・
8
％
、輸
入
額
で
18
・

8
％
と
、輸
出
入
額
い
ず
れ
も

2
0
1
7
年
に
続
い
て
中
国
が
第

1
位
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
③
）

ま
た
、台
湾
の
大
企
業
の
ほ
と
ん
ど

が
、中
国
に
生
産
拠
点
を
保
有
し
て

い
る
こ
と
や
、訪
台
旅
行
客
は
、中
国

が
全
体
の
24
・
4
％
を
占
め
て
お
り
、

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
お
い
て
も

中
国
へ
の
依
存
度
が
非
常
に
高
い
状

況
で
す
。（
図
表
④
）

　
こ
れ
ま
で
中
国
の
経
済
発
展
に

伴
い
、台
湾
経
済
が
大
き
く
発
展
し

て
き
た
こ
と
か
ら
も
、中
国
依
存
か

ら
の
脱
却
は
、同
時
に
台
湾
経
済
の

下
降
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
り
、

相
応
の
時
間
を
要
す
る
難
し
い
問

題
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

を
売
却
し
た
こ
と
に
中
国
が
強
く
反

発
す
る
な
ど
、台
湾
を
巡
る
攻
防

は
、米
中
の
覇
権
争
い
に
ま
で
広
が
っ

て
い
ま
す
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
、台
湾
は
こ
こ
ま
で

肥
大
化
し
た
中
国
と
の
関
係
を
全

て
な
く
す
こ
と
は
で
き
な
い
で
す
が
、

当
然
中
国
に
依
存
す
る
わ
け
に
も
い

き
ま
せ
ん
。反
中
に
な
る
の
で
は
な

く
、で
き
る
か
ぎ
り
全
方
位
外
交
、

全
方
位
貿
易
と
い
う
ス
タ
イ
ル
を
目

指
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、次
期
政
権
の
動
向
が
注
目
さ
れ

ま
す
。　

（
台
北
駐
在
員
事
務
所
　
大
山
一
平
）

福岡銀行台北駐在員事務所
（左から小野副調査役、大山一平所長、スタッフ・曾）

海外拠点紹介
福岡銀行大連駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Dalian Representative Office）

［所在地］
中華人民共和国大連市人民路60号
大連富麗華大酒店622号室
［電話番号］（国番号 86）411-8282-3643　［所長］長田 修一

福岡銀行上海駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Shanghai Representative Office）

［所在地］
中華人民共和国上海市延安西路2201号
上海国際貿易中心2010号室
［電話番号］（国番号 86）21-6219-4570　［所長］大野 哲

福岡銀行香港駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Hong Kong Representative Office）

［所在地］
Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,
16 Harcourt Road, Hong Kong
［電話番号］（国番号 852）2524-2169　［所長］長 真太郎

福岡銀行台北駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Taipei Representative Office）

［所在地］
台湾台北市中山区松江路126号将捷国際商業大楼6F-1
［電話番号］（国番号 886）2-2523-8887　［所長］大山 一平

福岡銀行ニューヨーク駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. New York Representative Office）

［所在地］
One Rockefeller Plaza, Suite 1201,
New York, NY 10020-2003, U.S.A
［電話番号］（国番号 1）212-247-2966　［所長］高木 一朗

福岡銀行バンコク駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Bangkok Representative Office）

［所在地］
16th Floor Unit 1606, Park Ventures Ecoplex,
57 Wireless Road,Lumpini, Pathumwan,
Bangkok 10330, Thailand
［電話番号］（国番号 66）2-256-0695　［所長］水田 英男

福岡銀行ホーチミン駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Hochiminh Representative Office）

［所在地］
Suite 1108, Saigon Tower, 29 Le Duan Street, 
District 1, Ho Chi Minh City, Vietnam
［電話番号］（国番号 84）28-3822-2802　［所長］佐々木 了悟

福岡銀行シンガポール駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka, Ltd Representative Office Registered in Singapore）

［所在地］
One George Street #17-05 Singapore 049145
［電話番号］　（国番号 65）6438-4913　［所長］田中 慶介 （出所）台湾内政部移民署

※8月は既に通行証を取得済みの旅行者が数字を支えたが、９月に入り発給停止の影響が鮮明に

◆図表⑦　訪台旅行者と中国人客数の推移
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◆図表⑥　台湾独立に関する意識調査

未回答

中国統一

現状維持

台湾独立

0.0％ 20.0％

11.9％
11.3％

23.8％
13.6％

29.2％
25.4％

35.1％
49.7％

40.0％ 60.0％

2018/12

2019/06

中国人客

50FFG MONTHLY SURVEY Vol.125



（台北駐在員事務所）

最
後
に

2
0
1
9
年
8
月
か
ら
台
湾
へ
の
個

人
旅
行
を
全
面
禁
止（
団
体
旅
行
・

出
張
は
可
）に
す
る
こ
と
を
発
表
し

ま
し
た
。こ
れ
は
2
0
2
0
年
1
月

11
日
の
台
湾
総
統
選
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、
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狙
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台
規
制
は
ホ
テ
ル
や
小
売
り
・
飲
食

な
ど
幅
広
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え
て
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る
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と
か
ら
、今
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観
光
関
連

産
業
に
一
層
の
影
響
が
広
が
る
の
で

は
な
い
か
と
懸
念
さ
れ
て
い
ま
す
。

（
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表
⑦
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介
石
率
い
る
中
国
国
民
党
と
毛
沢

東
率
い
る
中
国
共
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の
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始
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、1
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に
毛
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共
和
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（
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た
こ
と
か
ら
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と
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は

分
裂
す
る
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と
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し
た
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当
時
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連
に
お
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て
、中
国
の
代
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を
維
持
し
て
い
た
中
華
民
国

（
以
下
、台
湾
）で
し
た
が
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華
人
民

共
和
国
の
国
際
的
地
位
の
上
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に
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7
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の
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連
総
会
に

お
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て
、中
国
の
代
表
権
は
中
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人

民
共
和
国
に
移
り
、台
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は
国
連

を
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退
す
る
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と
に
な
り
ま
し
た
。

そ
の
後
、中
華
人
民
共
和
国
を「
中
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を
代
表
す
る
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家
」と
し
て
外
交

関
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を
結
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が
続
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し
、台
湾
は

断
交
を
余
儀
な
く
さ
れ
、台
湾
と
外

交
の
あ
る
国
は
現
在
15
カ
国
の
み
と

な
っ
て
い
ま
す
。（
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に
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す
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の
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と
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だ
の
が「
新
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策
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す
。

同
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は
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済
発
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が
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し
い
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を
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と
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う
も
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で
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。

  

昨
今
の
米
中
貿
易
摩
擦
の
影
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も
あ
り
、台
湾
の
大
企
業
の
中
で

は
、生
産
拠
点
を
中
国
か
ら
台
湾
に

移
す
回
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投
資
ま
た
は
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な
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へ
投
資
を
移
転
す
る
と
い
う

2
択
を
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に
進
ん
で
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り
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Ｅ
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Ｎ
へ
の
投
資
を
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向
き
に
検
討
し

て
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る
台
湾
企
業
は
4
割
以
上
を

占
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て
い
ま
す
。（
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湾
で
は
、2
0
2
0
年
1
月
11
日

に
総
統
選
挙
が
行
わ
れ
る
予
定
で

あ
り
、独
立
志
向
派
の
蔡
英
文
氏

（
与
党
・
民
主
進
歩
党
）の
再
選
か
、
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れ
と
も
、親
中
派
の
韓
国
瑜
氏

（
野
党
・
国
民
党
）の
政
権
奪
還
と

な
る
か
で
、台
湾
国
内
で
は
非
常

に
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。前
回
の

2
0
1
6
年
1
月
の
総
統
選
挙
で

は
、「
一
つ
の
中
国
」に
否
定
的
で
、

「
中
国
と
の
継
続
的
な
現
状
維
持
」

を
政
策
の
主
柱
に
し
た
民
主
進
歩

党
の
蔡
英
文
氏
が
、国
民
党
に

3
0
0
万
票
あ
ま
り
の
大
差
を
つ
け

て
圧
勝
し
ま
し
た
。こ
こ
最
近
ニュ
ー

ス
で
取
り
上
げ
ら
れ
て
い
る
、香
港

で
の
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の
抗

議
活
動
も
、台
湾
総
統
選
挙
に

は
大
き
く
影
響
を
与
え
て
お
り
、

今
回
の
総
統
選
挙
で
も
、中
国
と

の
関
係
性
の
行
方
が
最
大
の
焦
点

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
　

　　　　
台
湾
は
、1
8
9
5
年
か
ら

1
9
4
5
年
ま
で
の
50
年
間
、日
本

が
統
治
し
て
い
ま
し
た
が
、1
9
4
5

年
に
、日
本
が
太
平
洋
戦
争
に
敗
北

し
た
こ
と
で
、台
湾
は
日
本
か
ら
中

国（
当
時
の
中
華
民
国
）に
返
還
さ

　　
2
0
1
9
年
1
月
2
日
に
、中
国

の
習
近
平
国
家
主
席
は
、対
台
湾
政

策
に
関
す
る
政
策
方
針
を
表
明
し
、

「
一
国
二
制
度
（※）
」や「
武
力
行
使
を

放
棄
し
な
い
」な
ど
の
文
言
を
使
用

し
、「
独
立
阻
止
」か
ら「
台
湾
統
一
」

へ
の
強
い
決
意
を
明
確
に
示
し
ま
し

た
。こ
の
演
説
を
受
け
、蔡
総
統

は
、「
一
つ
の
中
国
」及
び「
一
国
二

制
度
」に
つ
い
て
は
絶
対
に
受
け
入

れ
な
い
と
強
く
断
言
。そ
の
後
も
、

香
港
で
逃
亡
犯
条
例
改
正
案
へ
の

大
規
模
抗
議
デ
モ
が
起
き
る
と
、

蔡
総
統
は
直
ち
に
、既
に
民
主
化

を
果
た
し
て
い
る
台
湾
は
絶
対
に

「
一
国
二
制
度
」を
受
け
入
れ
な
い
と

主
張
す
る
声
明
を
発
表
し
、中
国
を

牽
制
し
て
い
ま
す
。前
述
の
よ
う
に

台
湾
経
済
は
中
国
経
済
に
大
き
く

依
存
し
て
お
り
、蔡
政
権
に
な
っ
て

中
台
関
係
の
悪
化
が
影
響
し
、支
持

率
は
2
0
1
8
年
12
月
に
過
去
最

低
の
24
・
3
％
に
ま
で
に
低
迷
し
ま

し
た
。こ
の「
民
主
主
義
の
守
護
」を

前
面
に
打
ち
出
し
た
姿
勢
と
、「
香

港
の
次
は
台
湾
の
番
だ
。」と
い
う

自
分
た
ち
の
未
来
を
重
ね
合
わ
せ

て
み
る
動
き
が
、主
に
若
年
層
を
中

心
に
広
が
り
、蔡
政
権
の
支
持
率

は
48・3
％
ま
で
上
昇
し
て
い
ま
す
。

（
図
表
⑤
、⑥
）

　
中
国
は
次
の
一
手
と
し
て
、

　
し
か
し
、2
0
1
8
年
の
台
湾
に

お
け
る
中
国
へ
の
貿
易
依
存
度
は
、

輸
出
額
で
28
・
8
％
、輸
入
額
で
18
・

8
％
と
、輸
出
入
額
い
ず
れ
も

2
0
1
7
年
に
続
い
て
中
国
が
第

1
位
と
な
っ
て
い
ま
す
。（
図
表
③
）

ま
た
、台
湾
の
大
企
業
の
ほ
と
ん
ど

が
、中
国
に
生
産
拠
点
を
保
有
し
て

い
る
こ
と
や
、訪
台
旅
行
客
は
、中
国

が
全
体
の
24
・
4
％
を
占
め
て
お
り
、

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
ビ
ジ
ネ
ス
に
お
い
て
も

中
国
へ
の
依
存
度
が
非
常
に
高
い
状

況
で
す
。（
図
表
④
）

　
こ
れ
ま
で
中
国
の
経
済
発
展
に

伴
い
、台
湾
経
済
が
大
き
く
発
展
し

て
き
た
こ
と
か
ら
も
、中
国
依
存
か

ら
の
脱
却
は
、同
時
に
台
湾
経
済
の

下
降
を
意
味
す
る
も
の
で
あ
り
、

相
応
の
時
間
を
要
す
る
難
し
い
問

題
で
あ
る
と
い
え
ま
す
。

を
売
却
し
た
こ
と
に
中
国
が
強
く
反

発
す
る
な
ど
、台
湾
を
巡
る
攻
防

は
、米
中
の
覇
権
争
い
に
ま
で
広
が
っ

て
い
ま
す
。

　
い
ず
れ
に
せ
よ
、台
湾
は
こ
こ
ま
で

肥
大
化
し
た
中
国
と
の
関
係
を
全

て
な
く
す
こ
と
は
で
き
な
い
で
す
が
、

当
然
中
国
に
依
存
す
る
わ
け
に
も
い

き
ま
せ
ん
。反
中
に
な
る
の
で
は
な

く
、で
き
る
か
ぎ
り
全
方
位
外
交
、

全
方
位
貿
易
と
い
う
ス
タ
イ
ル
を
目

指
す
こ
と
が
求
め
ら
れ
る
こ
と
か

ら
、次
期
政
権
の
動
向
が
注
目
さ
れ

ま
す
。　

（
台
北
駐
在
員
事
務
所
　
大
山
一
平
）

福岡銀行台北駐在員事務所
（左から小野副調査役、大山一平所長、スタッフ・曾）

海外拠点紹介
福岡銀行大連駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Dalian Representative Office）

［所在地］
中華人民共和国大連市人民路60号
大連富麗華大酒店622号室
［電話番号］（国番号 86）411-8282-3643　［所長］長田 修一

福岡銀行上海駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Shanghai Representative Office）

［所在地］
中華人民共和国上海市延安西路2201号
上海国際貿易中心2010号室
［電話番号］（国番号 86）21-6219-4570　［所長］大野 哲

福岡銀行香港駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Hong Kong Representative Office）

［所在地］
Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,
16 Harcourt Road, Hong Kong
［電話番号］（国番号 852）2524-2169　［所長］長 真太郎

福岡銀行台北駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Taipei Representative Office）

［所在地］
台湾台北市中山区松江路126号将捷国際商業大楼6F-1
［電話番号］（国番号 886）2-2523-8887　［所長］大山 一平

福岡銀行ニューヨーク駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. New York Representative Office）

［所在地］
One Rockefeller Plaza, Suite 1201,
New York, NY 10020-2003, U.S.A
［電話番号］（国番号 1）212-247-2966　［所長］高木 一朗

福岡銀行バンコク駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Bangkok Representative Office）

［所在地］
16th Floor Unit 1606, Park Ventures Ecoplex,
57 Wireless Road,Lumpini, Pathumwan,
Bangkok 10330, Thailand
［電話番号］（国番号 66）2-256-0695　［所長］水田 英男

福岡銀行ホーチミン駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka,Ltd. Hochiminh Representative Office）

［所在地］
Suite 1108, Saigon Tower, 29 Le Duan Street, 
District 1, Ho Chi Minh City, Vietnam
［電話番号］（国番号 84）28-3822-2802　［所長］佐々木 了悟

福岡銀行シンガポール駐在員事務所
（The Bank of Fukuoka, Ltd Representative Office Registered in Singapore）

［所在地］
One George Street #17-05 Singapore 049145
［電話番号］　（国番号 65）6438-4913　［所長］田中 慶介 （出所）台湾内政部移民署

※8月は既に通行証を取得済みの旅行者が数字を支えたが、９月に入り発給停止の影響が鮮明に

◆図表⑦　訪台旅行者と中国人客数の推移

訪台旅行者

238,906
283,470 270,192

307,354 316,168
260,919

322,444 282,999

116,037

867,711
956,202

1,079,498 1,101,3931,039,758

932,697
988,765

1,030,937

794,415
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（人）

（出所）台湾民意基金会

◆図表⑥　台湾独立に関する意識調査

未回答

中国統一

現状維持

台湾独立

0.0％ 20.0％

11.9％
11.3％

23.8％
13.6％

29.2％
25.4％

35.1％
49.7％

40.0％ 60.0％

2018/12

2019/06

中国人客
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